
 
これまでの空家対策に関する取組 

1「空家等対策の推進に係る特別措置法」の概要  （2015(平成 27)年 5月 26日 完全施行） 

 • 適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしており、 

地域住民の生命・身体・財産の保護、生活環境の保全、空家等の活用のため対応が必要 

【施策の概要】 
１ 国による基本指針の策定・市町村による計画策定等 

   ・国による空家等に関する施策の基本指針の策定（５条） 
   ・市町村による空家等対策計画策定（６条）、協議会の設置（７条） 
   ・都道府県による市町村に対しての技術的助言、援助等（８条） 
２ 空家等についての情報収集 

   ・空家等への調査（９条） 
   ・所有者等の調査のための固定資産税情報の内部利用（10 条） 

・空家等のデータベースの整備等の努力義務（11 条） 

３ 空家等及びその跡地の活用 

・空家等及び跡地に関する情報提供等活用のための対策(13条) 
４ 特定空家等に対する措置 

・助言指導、勧告、命令、代執行の実施（14 条） 
５ 財政上の措置及び税制上の措置等 

  ・国等による空家対策施策費用の補助その他税制上の措置 

2空家対策の体系  
【組織・計画】 

• 2015（平成 27）年 8月に「横浜市空家等対策協議会」を設置し、これまでに協議会を 14回開催  

• 2016（平成 28）年 2月に「横浜市空家等対策計画」を策定し、2019（平成 31）年 2月に「第 2期横浜市空家等対策計画」を策定 

〇 横浜市空家等対策協議会 

・専門的な視点から多角的な議論を行うため、幅広い分野の学識者や専門家等から委員を選出 
 
 
 

〇 横浜市空家等対策計画 

・目的：空家等対策を総合的かつ計画的に実施するため、横浜市の基本的な取組姿勢や対策を示した計画 
・位置づけ：空家法第 6 条に規定する空家等対策計画 
・計画期間：2018（平成 30）年度から 2027（令和９）年度までの 10 年間 
・対象：市内の一戸建ての空家 

【取組（４つの柱）】 
• 「第２期横浜市空家等対策計画」では、取組の４つの柱である「空家化の予防」、「空家の流通・活用促進」、「管理不全な空家の防止・解消」、

「空家の跡地活用」について、関係区局や専⾨家団体等が連携して総合的な空家等対策をより一層推進 

戸数：2018(H30)年 
住宅・土地統計調査 

※2021(R3)年度事業開始 

具体的な施策 

第 15 回横浜市空家等対策協議会 

資 料 １ 

令 和 ３ 年 ８ 月 ２ ７ 日 

建 築 局 住 宅 部 住 宅 政 策 課 

⇒  協議事項（横浜市空家等対策協議会運営要綱第２条） 
・空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項 
・その他空家等対策の推進に関し市長が必要と認める事項 

◆空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号） 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を

定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関

する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に

関する事 項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項

の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定

による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３～４ （略） 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会

の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と

認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 


